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第一 総 則                             

１ 改定趣旨 

平成２７年５月に改定した京都府戦略的地震防災対策指針（以下「戦略指針」という。）で

定めた減災目標等を達成するため、戦略指針で体系化した「６つの政策目標」及び「１７の目

標」と「５５の施策項目」ごとに具体的事業を盛り込んだ「京都府戦略的地震防災対策推進プ

ラン」（以下「推進プラン」という。）を策定し、地震防災対策を計画的に推進 

 

２ 計画期間 

平成２７年度～平成３１年度 

（戦略指針の計画期間である平成２７年度～平成３６年度の前半の５年間） 

 

３ 戦略指針と推進プランの関係 

推進プランは、戦略指針の実施計画として位置付け、戦略指針と推進プランの関係は、下図

のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 実施主体 

国、京都府、市町村、防災関係機関、府民、地域、ＮＰＯ、企業、大学等 

 

５ 戦略性の確保 

戦略指針で掲げた重点的取組事項（府民の生命と生活を守る、京都らしさを守る、地域力を

高める）に沿って事業を推進 

①地震等に強い京都のまちづくり ④行政等の災害対応対策の向上
②地震等に強い京都の人づくり ⑤京都経済・活力維持
③住まいの安全、安心 ⑥京都らしさを保った復旧・復興

＜ 減災目標達成のための６つの政策目標 ＞

「住宅の耐震化率を９５％にする等により、南海ト
ラフ地震及び直下型地震の死者を７割減少させる」

＜減災目標＞

推進プラン：施策項目ごとの具体的事業

＜ 重点的取組事項 ＞

＜推進する具体的な５５の施策項目＞

【例：防災拠点施設の耐震化、学校施設の耐震化 等】

１ 府民の生命と生活を守る
２ 京都らしさを守る
３ 地域力を高める

＜政策目標達成のための１７の目標＞

【例：地域と連携したまちづくり、重要構造物の耐震化 等】
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６ 地域特性に応じた対策の推進 

京都府を山城・南丹・中丹・丹後・京都市の５つの地域に分け、それぞれの地域ごとの地震

のリスクや特性等を分析・整理しそれぞれの地域特性に応じた地震防災対策を明記 
 

 
○地震のリスク 
  南海トラフ地震及び京都府内・周辺の主要な活断層による直下型地震を想定 
 
○社会的特性 
    地理特性、社会特性（人口、高齢化率等）、地震対策等の進捗状況（住宅、公共 
 施設の耐震化率、自主防災組織、常備消防、消防団、土砂災害、孤立集落等） 

 

 

７ 戦略指針及び推進プランの実施について 

(１)  実施体制として、副知事を本部長とする「京都府戦略的地震防災対策推進本部」の設

置やＮＰＯなどの「多様な主体との連携」、関西広域連合などとの「広域連携」を記載 

 

(２) 目標については、戦略指針に掲げた減災目標や主要な施策項目の目標が達成できるよ

う、可能な限り数値化し、数値化が困難なものについては、達成しようとする目標の

内容を出来る限り具体的に記載 

 

(３) 戦略指針及び推進プランの進捗管理 

① 外部有識者で構成する「戦略的地震防災対策推進部会」により、各対策の達成状況

を総合的に評価・検証し、進捗状況を毎年度、防災会議において報告・公表 

② 各実施主体は、進捗状況を自己点検し、順次改善しながら事業を推進 

③ 府民に対する意識調査を実施し、各施策の効果や進捗状況を把握し、評価 

④ 部会による評価結果等踏まえ、京都府防災会議は、定期的に戦略指針及び推進プラ

ンの見直しを実施 など 

 

第二 京都府戦略的地震防災対策推進プランの施策展開          

推進プランの施策項目ごとの具体的事業について、戦略指針で掲げた重点的取組事項に沿っ

て整理の上、展開 
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第三 戦略指針の目標達成の具体的事業                 

推進プランの施策項目ごとの具体的事業について、数値目標、達成時期、実施主体等を明記

して記載 
 
【具体的事業数】 

 
６つの政策 

 

事 業 数 

 うち新規 

１ 地震等に強い京都のまちづくりを進める ８３ １８ 

２ 地震等に強い京都の人づくりを進める ５１ ５ 

３ 地震時の住まいの安全、地震後の住まいの安心を守る １４ １ 

４ 行政等の災害対応対策の向上を図る １５６ ２０ 

５ 京都経済・活力を維持し、迅速な復旧・復興を実現する １０ ４ 

６ 京都らしさを保った復旧・復興を実現する １６ １ 

合     計 ３３０ ４９ 

 
【推進プランの特徴】 

○多様な主体の取組を記述 府・市町村の他２９機関の６１事業、市町村１５４事業 

○先進的取組を明記し、府全体に普及 (先進的取組２４事業） 

例）家具等の転倒防止器具設置等事業（京都市、久御山町） 
防災協力農地登録制度（向日市） など 

○地震防災対策に繋がるものを幅広に記載 

例）ブロック塀の生け垣化（緑化事業）→ブロック塀の転倒防止、不燃化対策 

学校の太陽光発電設置→自立できる避難所 など 

 
【主な事業】 

１ 地震等に強い京都のまちづくりを進める 

大規模地震の発生時、府民の生命の安全を第一に、被害を可能な限り軽減できるよう、建築

物の耐震化・不燃化の推進、公園や道路・津波防護施設等の整備による防災空間の確保等を進

める。 
また、応急対策、復旧対策、被災住民の生活支援等に支障が生じないよう、インフラ（道路、

河川等）やライフラインについて耐震化等の地震対策を進める。 
これらハード対策と併せ、災害危険情報の整備・共有を行い、府民の総力を結集した取組を

まちづくりの段階から進めていくことで「地震等に強い京都のまちづくり」を進める。 
 



4 
 

 

○災害危険情報の整備・公表を行う【新規】 

○府の防災拠点施設（庁舎、警察署、避難所等）の耐震化を計画的に進める 

＜耐震化率 90％(H31)＞ 

○民間の多数の者が利用する既存不適格建築物等の耐震化を進める 

○災害発生時の火気の使用停止、ガス及び電気の遮断等、火災の発生を防止するため 

の行動について啓発を図る【新規】 など 

 

２ 地震等に強い京都の人づくりを進める 

阪神・淡路大震災では、倒壊家屋等から救助された８割の人が、家族や地域住民により助け

出されたと言われている。また、東日本大震災では、本来被災者を支援すべき行政がその機能

を喪失したため、自助や互助・共助の重要性が改めてクローズアップされた。 
こうした点から、「自助」「互助･共助」「公助」が相互に連携し合う社会を構築することが重

要であることから、地域のつながりを高めるとともに、自主防災組織の育成・充実などを図る。 
また、防災意識の高い人材の育成・確保に努め、「地震等に強い京都の人づくり」を進める

とともに、これらの取組に当たっては、女性の参画の促進にも努める。 
 
○地域でマイ防災マップを作成する＜全市町村＞ 

○全沿岸市町で津波ハザードマップを作成する＜H29＞【新規】 

○地域防災に取り組む自主防災組織等を表彰する【新規】 など 

 

３ 地震時の住まいの安全、地震後の住まいの安心を守る 

住宅倒壊は、人的な被害だけでなく、避難者の発生、救助活動の妨げ、がれきの発生等の被

害拡大の要因となることから、府民のくらしの基盤である住宅の耐震化に重点的に取り組み、

「地震時の住まいの安全、地震後の住まいの安心を守る」取組を進める。 
 
○木造住宅等の耐震改修を進める＜耐震化率 95％(H32)＞ 

○各市町村等と連携して家具の固定化等の室内安全対策等を進める 

＜家具固定率 55％(H31)＞ 

○発災時に民間施設等を一時利用できる体制を整備する など 

 

４ 行政等の災害対応対策の向上を図る 

府・市町村は、府民の生命、身体、財産を守るという責務を果たすため、災害時に的確な情

報処理を行い、迅速で効果的な災害対応ができる体制を構築するとともに、警察・消防・自衛

隊・海上保安本部等の関係機関との連携強化を図る。 
また、被災者の生活物資の確保等の効果的な応急対策を実施するとともに、円滑で温かみの

ある避難所運営、公共インフラ被害の応急措置、生活再建の支援等を行う。 
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○市町村災害対策本部機能の代替施設を確保する【新規】 

○全市町村において、業務継続計画を策定する＜H31＞ 

○要配慮者の避難体制を確保する＜全市町村で個別避難計画を策定＞ 

○「公的備蓄等に係る基本的な考え方」に基づき、計画的な備蓄を進める 

＜充足率 100％(H30)＞ など 

 

５ 京都経済・活力を維持し、迅速な復旧・復興を実現する 

大規模地震による甚大な被害を軽減し、速やかに復興するためには、京都経済・活力を維持

することが重要であることから、事業継続計画等を策定するなど企業や大学、地域の事業継続

体制を確立するとともに、防災における協力体制を構築する。 
 
○府内の行政、関係団体、ライフライン機関等に専門家を加えたメンバーによる推進 

会議を開催し、「京都 BCP」の推進を図る 

○地元金融機関における連携型 BCPを確立する 

○企業における事業継続体制を確保する 

 ＜中堅企業の過半数で BCP策定(H32)＞ など 

 

６ 京都らしさを保った復旧・復興を実現する 

京都らしさを保った復興を実現するため、平時から、観光客や文化財の保護対策を進めると

ともに、観光産業の再興等京都のイメージを守り、伝統産業、京都の伝統・文化の保持等京都

文化を守ることに留意した震災復興基本方針及び震災復興計画を策定する。 

 
○各市町村に応じた災害時における観光客保護対策を進める 

＜全市町村で推進(H31)＞ 

○市町村と連携し、地域に応じた帰宅困難者対策を推進する【新規】 

○文化財データベースを整備し、府、市町村等の情報の共有化を図る など 
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